
 

＜ 項  目 ＞ 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 
 
２．職員の給与･定員管理等について 
 
３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 
４．職員の分限及び懲戒処分の状況 
 
５．職員の服務の状況 

 
６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 
７．職員の福祉及び利益の保護の状況 
 



（１）職種別採用者数

（２）事由別退職者数

（３）４月１日現在の職員数
（ ・ ）
（ ・ ）

※　　上記の職員数には市長、副市長は含みません。（教育長含む）

（４）部門別職員数の状況 （各年4月1日現在）

（５）年齢別職員構成の状況（平成２３年4月1日）
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増 減 数

577人
567人 男 344人 女 223人

男 350人 女 227人

平成22年４月１日採用 18人
職種別内訳
一般事務職員 8人

定年 13人

幼稚園教諭、保育士 6人

勧奨 9人

19人平成23年４月１日採用

8人
1人

職種別内訳
一般事務職員

技師 1人

業務の見直しによる減
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消防士

業務の見直しによる減

指導主事 1人
消防士 2人
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平成２２年４月１日現在
平成２３年４月１日現在

栄養士

総務企画
税 務

部 門

その他 6人

平成22年度退職者 28人

平成22年 平成２３年

業務の見直しによる減
調理業務の見直し等による減

浄水場業務の見直し等による減

介護保険、後期高齢者医療業務の増加による増

栄養士の配置による増

学校調理業務の見直し、管理員業務の民間委託等による減
業務の増加による増
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１．職員の任免及び職員数の状況 
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　この項目については、他の地方公共団体との団体間の比較が容易になるよう、別に抜き出して
まとめましたので、そちらもご覧ください。

（１）勤務時間の状況（平成23年4月1日現在）

（２）年次有給休暇の取得状況（一般行政部門職員）

（３）特別休暇等の導入状況（平成23年4月1日現在）

（４）介護休暇の取得状況（平成２２年度中に新たに取得した職員）
０人

（３）育児休業等の取得状況（平成２２年度中に新たに取得した職員） （単位：人）
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育児休業等承認期間別内訳

0

休　　　　　　　日

・日曜日及び土曜日
・国民の祝日
・年末年始（12月29日～12月31日、1月2日及び1月3日）

スクーリング休暇 有給 １年につき４２日以内
組合休暇

期間
平成22年1月1日から12月31日 7.62

消化率
18.9%

介護休暇 無給 ６か月以内

種類

特
別
休
暇

無給 １年につき３０日以内

父母の法要
夏季休暇
災害による現住居の滅失等
災害または交通機関の事故等に
よる出勤困難
リフレッシュ休暇 ３日間（勤続３０年以上）

９０日以内療養休暇 有給
有給

有給

有給
有給
有給

有給
有給

有給

有給

男性職員の育児参加
子の監護

忌引休暇

有給
有給
有給

ボランティア休暇

妻の出産

短期介護休暇 有給

公民権の行使
証人等としての出頭

有給

付与日数等
必要と認められる期間
必要と認められる期間
産前８週間、産後８週間
必要と認められる時間
１日１時間以内
１回について連続する２日以内
１日２回各３０分以内
必要と認められる期間
１年につき５日以内
連続する５日以内
２日以内
妻の産前８週から産後８週の期間で５日以内
1年年につき５日もしくは10日以内

親族に応じて１日から１０日
父母の死後１５年以内で１日間
４日以内
７日以内

必要と認められる期間

1年年につき５日もしくは10日以内

有給
有給

妊産婦の保健指導又は健康診査
妊婦の通勤緩和
生理休暇
育児時間

平均取得日数

一般行政職

区　　分
始業時間 終業時間

勤　務　時　間

１週間当たり38時間45分勤務

午前8時30分 午後5時15分

有給/無給
有給

有給
有給
有給

骨髄ドナー休暇

産前産後休暇

結婚休暇

２．職員の給与・定員管理等について 

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 



（１）分限処分の件数及び処分事由

（２）懲戒処分の件数及び処分事由
該当なし

　営利企業等の従事許可の事由別人数

（１）職員研修の実施状況（平成22年度）
ア　新潟県市町村総合事務組合主催研修
専門研修 階層別研修

イ　市独自研修

（２）人事考課制度の状況

技能労務職員研修

1人
1人

件　数
12

課長級研修

1人
1人

1人

セルフエスティーム研修 1人
職場のマナー研修 1人

民法研修

政策形成研修

1人

1人
1人

説明力向上研修
新地方会計事務新任研修

思考力向上研修

保育士研修
業務改善研修

職場の問題解決研修
プレゼンテーション研修

処 分 名 事　　　　　　　　　　　　　　　由

タイムマネジメント研修 1人
プロジェクトマネジメント研修 1人 男女共同参画研修 41人

会計事務処理研修 140人

2人

人数
税務事務新任研修

休職

組織マネジメント能力向上研修

市町村民税研修
徴収事務研修
契約事務研修
クレーム対応力向上研修

指導員

心身の故障の場合

行政法研修

課長補佐級研修

主任・主査研修
2人 係長研修

5町内会等非営利団体役員

一般職員研修第２部
固定資産税事務新任研修

研　　　修　　　名

一般職員研修第１部

1人
1人

3人

人　数事　　　　　　　　　由

統計調査員 101
1

3人

60人
76人

　人事考課制度とは、職員一人ひとりの意欲や能力、実績を公平かつ客観的に評価し、人事管理に
反映させる仕組みです。

研　　　修　　　名

人数研　　　修　　　名
新採用職員研修 14人

11人

2人

コミュニケーション研修
セクシュアルハラスメント研修
地球温暖化対策職員研修

15人

　五泉市では、職員の人材育成を目的とした仕組づくりを平成１８年度に行い、平成１９年度から職員
研修を実施しながら試行を行い、平成２２年度から本格実施しています。

メンタルヘルス研修

人数
のべ248人

59人
69人

1人
1人

1人

75人

2人

10人

8人

8人

人事考課制度研修
行政評価研修

４．職員の分限処分及び懲戒処分の状況（22年度） 

５．職員の服務の状況（22年度） 

６．職員の研修及び勤務成績の評定状況 



（１）健康診断の実施状況
定期健康診断　受診者数　７２７人　（臨時職員含む） 3,792千円
（うち人間ドック　２７５人）

（２）公務災害及び通勤災害の発生件数
公務災害 2件
通勤災害 2件

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況
０件

（２）不利益処分に関する不服申し立ての状況
０件

７．職員の福利及び利益の保護の状況（平成22年度） 

８．五泉市公平委員会の業務の状況（平成22年度） 




